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ね 2 つの方向で進められてきた。 




















































































































                                                  
1  例えば Bates(1990) 
2  後述、第 1 表を参照 


























  こうした起業のパフォーマンスの分析は、欧米では 1980 年代以降、数多くなされてきた
が、我が国においてもこの 10 年余で多くの成果が出されるようになっている。 
  第１表はそれらの中の代表的なものを紹介している。 
 
  第 1 表  起業後のパフォーマンスに係る日本の研究例 





















測定方法  OLSM Probit  順序
Probit 
最尤法 OLSM OLSM Hazard
Model 
年齢  ×  －  － 30 代＋ －  ×  ＋ 
性別(女性）  －  －  ×  ×  ×  ＋  × 
教育(大卒）  ×  ×  ×  ＋  ×  ×  × 
経営経験    ＋  ＋    ×  ×   
斯業経験  ＋  ×  ＋    ×  －  － 
起業規模      －  －  －  － 
経過年数  ＋  ×  ×  －  －  ？   5 
 
開業費用  ＋  ＋  ＋    ＋    
（注）１．＋は正の相関、－は負の相関、×は有意な相関が認められないことを示す。無印は説
明変数として用いられていないことを示す  。 
   ２ ． 変 数については筆者の判断で主要なもののみを抽出している。 
   ３ ． 廃業を被説明変数とする鈴木(2007)では符号が他の研究と逆の意味となることには注
意を要する。 















(2)    潜在的起業家の起業選択に係る研究 









約である。こうした研究の代表例としては、Evans and Jovanovic (1989） 、Holtz-Eakin et 
al. (1994)、Lindh and Ohlsson (1998)、Praag and Ohphen (1995)、玄田=神林 (2001)等
があり､これらの研究では保有資産の大きさと被雇用者から自営業者への以降の間に正の
相関があることを確認している。 
  実際、起業者へのアンケートを見ても、開業時に苦労したこととして、 「開業資金の調達」
をあげるものは多く4、 政府もこうした問題を克服できるよう創業金融の支援を行ってきた5。  
  次に②の分野の研究についてみると、多くの研究において指摘されるのは、若い者ほど
起業を志望するが、実際にそれを実現しやすいのは中高年齢者であるという点である
                                                  
4  例えば中小企業庁(2007)、p.31 
5但し、近年の研究では流動性制約の起業実現へのマイナスの影響は少ない、あるいは、保有資産の水準と
起業選択の間に相関があるとしてもそれは流動性制約の存在を意味するとは限らないとの指摘も出てきて
いる （Cressy(1996)、 Hurst and Lusardi(2004)、 Harada and Kimura(2005)、 Blanchflower et al.(2001)、
Grilo and Irigoyen (2005)  、Henley(2007)  ） 。 6 
 
（Blanchflouwer et al.(2001)、中小企業庁(2002)、 （2003） ） 。 
また、年齢以外の個人属性と起業志望、起業実現等との関係の興味深い分析もこの分野





















  はじめに本論で展開する分析のフレームワークについて第 1 図を用いて説明する。 
  前節まで述べたように、本論の分析対象は①起業選択の決定と②起業後のパフォーマン












                                                  
6  例えば日本政策金融公庫(2009)によると開業直前に「会社や団体の常勤役員」 、 「正社員」 、 「パートタイ
マー・アルバイト」 、 「派遣社員・契約社員」 、 「家族従業員・家業手伝い」であった開業者の 51.3%が従業
員 19 人以下の企業からの開業であった。原則、従業員 20 人以下である小規模企業では 2006 年、常用従
業者の 23%が勤務していること（中小企業庁(2009)）を考えると、新規開業者における小規模企業出身者
の多さが目立つ。 
7  日本の研究者によるものとしては、 台湾の事業所の例をもとに一般従業員と生産部門長で勤務先企業 （事
業所）の規模と起業選択の関係は異なると指摘した土屋(2009)の報告がある。 7 
 




















(1)  モデル 1 

















第 2 表  モデルで用いる変数 
 







説明変数          説明変数     
起業時企業規模  ○  ○       
企業年齢  ○  ○       
所属業種  ○  ○       
起業時企業家年齢  ○  ○       
企業組織形態（有限責任）  ○  ○       
起業実現者の起業実現時年齢、  ○  ○  起業実現者の起業実現時年
齢、起業志望者の年齢、 
○ 





○  ○  起業実現者及び起業志望者
の教育水準（大卒以上） 
○ 
起業実現者の親の職業 （自営業）   ○  ○  起業実現者及び起業志望者
の親の職業（自営業） 
○ 
起業実現者の経営経験年数  ○  ○  起業実現者及び起業志望者
の経営経験年数 
○ 
起業実現者の斯業就労経験年数  ○  ○  起業実現者及び起業志望者
の斯業就労経験年数 
○ 


















  ②  説明変数 









  それぞれの変数の詳細と被説明変数への影響の予測は以下のとおりである。 
 




  具体的には起業時の従業者数9の対数10を企業規模の代理指標として用いることとする。 
  なお、通常、新規開業企業の規模は極めて小さい11。別の見方をすると、大きな規模で出
発する新規開業には特殊な背景がある例外的事例といえそうである。そのため、分析にお




   
  (b)  企業年齢(起業後経過年数) 
起業からの経過年数（企業年齢）は企業成長をパフォーマンスの代理指標とした多くの
研究ではパフォーマンスとマイナスの相関をもつことが指摘されている。 
  こうした結果を踏まえ、本論でも企業年齢を説明変数として加えることとする。 
なお、本論は起業のパフォーマンスを分析対象とするため、経営の安定してきた中堅企
業や長寿企業がサンプルに含まれることは望ましくない。 そのため調査の行われた 2008 年
の時点で満 10 年を経過した企業までに対象を限定した。 
  予想される係数の符号は先行研究に従うとマイナスである。 
 




   
そこで本論でも新規開業企業の法的形態に係るダミー変数（有限責任組織（株式会社・
                                                  
8  海外の成果については Storey(1994)（邦訳、p.142）参照。 
9  ここで従業者数には常時雇用従業者及び主として業務に従事している有給役員、個人事業主、無給家族
従業者を含むが、パート、アルバイト、派遣社員は含まない。 
10  第 3 表に見るように起業した企業の分布は右に歪んでいるからである。 







有限会社）なら、 “1” 、その他なら“0”の値をとる「有限責任ダミー」 。 ）を説明変数とし
て用いることとする。 
  予想される係数の符号は先行研究によるとプラスである。 
 














  本論でも起業時における起業実現者の年齢を説明変数に加える。 
  予想される係数の符号は先行研究によるとマイナスである。 
  また、本論では起業家の起業時の年齢の他、回答者が 20 歳代の場合、 “1”の値をとり、
その他の場合は“0”をとる 20 歳代ダミー変数、同じく回答者がそれぞれ 40 歳代以上のと
き、 “1”の値をとり、その他の場合は“0”をとる 40 歳代以上ダミーを用いた分析も行う。
この場合の予想される符号は、前者でプラス、後者でマイナスである。 
 
(f)  起業実現者の性別 
  同じく起業後のパフォーマンス研究において最も注目される変数である。女性の起業は
男性の企業とは規模、業種、きっかけ等様々な点で異なる13。 




  (g)    起業実現者の教育水準 
  学歴も起業後のパフォーマンス研究において大変注目されてきた変数である。そのため、
本論でも説明変数に加える。 具体的には起業実現者が大学または大学院卒業の場合に “1” 、








                                                  




  こうした可能性を考慮して、本論では親が自営業者の場合、 “1”の値をとり、その他の
場合、”0”の値をとる親自営業ダミーを説明変数として用いる。 
 








（j）  起業実現者の斯業での就労経験年数 
  起業後のパフォーマンスに対して起業した業種分野での就労経験が与える影響について























                                                  
14  Storey(1994)、 （邦訳版 p.136） 
15  起業実現者の経営経験年数は、0 年の者（つまり、斯業就労経験無しの者が 65％存在する一方、就業
年数が長期にわたる者も存在し、その分布は右に大きく歪んでいる。こうしたことからここでは、就労年
数＋１を自然対数変換した値を斯業就労年数として用いることとする。 








(ｌ)    起業実現者の起業前保有資産 
  本変数も、同分野の先行実証研究において用いられることが少ない。しかしながら起業
を巡る諸研究では、先述したように資金面の制約が起業時の障害となるとの見方が多数あ





  具体的には、起業直前の保有資産が①500 万円未満の場合、 “1”の値をとり、その他の場
合、 “0”をとる低保有資産ダミー及び、②3000 万円以上の場合、1”の値をとり、その他
の場合、 “0”をとる高保有資産ダミー２を説明変数として用いることとする（ベンチマー




(2)  モデル 2（サンプルセレクション・モデル） 
 第2 表に示されるようにモデル 2 は、モデル 1 に示した黒字基調ダミーと赤字基調ダミ
ーそれぞれを被説明変数とする収支基調関数と起業志望者が起業を選択したか否かを被説
明変数とする選択関数から成り立つ。 
  収支基調関数の被説明変数及び説明変数はモデル１と同じであり、説明は省略する。 
















関心を持ち始めた者と 3 年前から起業に関心を持っていた者では、 他の事情が等しければ、
後者の方が起業を実現している可能性は当然高いであろう。 
                                                  
17  実際、新規開業企業のパフォーマンスと起業の保有資産規模を結びつける僅かな研究でも両者の間に





















①  年齢（現在の年齢） 











歳代ダミー、50 歳代ダミー（ベンチマークは 30 歳代）を作成し、それを用いた分析も行
う。 
 

































④  起業直前所得 












同様、①250 万円未満以下の場合、 “１”の値をとり、その他の場合、 “０”をとる低年収
ダミー及び、②1000 万円以上の場合について、 “１”の値をとり、その他の場合、 “０”
をとる高年収ダミーそれぞれを設定し、これらの変数が起業実現に及ぼす影響について検
証することとする（ベンチマークは年間収入 250 万円以上、1000 万円未満の場合である）
22。 
 




































  ：収支基調関数の誤差項 
  ：起業選択関数の被説明変数の i（ある個人）についての値、 
i についての説明変数の値 
：収支基調関数のパラメータ 
  ：収支基調関数の誤差項とすると 
       (1) 
 
       (2) 
 
      ( 3 )  
 






























  こうした点を克服するため、本論用いるデータでは独自の調査を Web 形式で行った。Web
調査は廉価で大量の者を調査対象とできるため、起業志望者率が低くても分析の対象にな
るだけの起業志望者を抽出できるからである。 
  独立行政法人経済産業研究所が 2008 年 7～8 月に行った「起業志望者及び起業実現者に















                                                  
24  類似のものとしては、 起業家と潜在的起業家を比較した中小企業総合研究機構(2006)が存在する。 但し、
この調査はあくまで現在時点での起業家と潜在的起業家の比較をすることを主眼としている。 
25 GEM 調査（Global Entrepreneurship Monitor）は、国際的に企業家研究で著名な米国バブソン大学と
ロンドン・ビジネス・スクールの研究者が中心となって 1999 年から調査を開始した国際的な起業家活動プ
ロジェクトの調査である。 
26  ここでは、 「ぜひ」または「できれば独立開業したい」と思っている者であり、かつ、そのための具体
的プランを有している者をさす。 17 
 
  このような調査とその後のデータのスクリーニング等によって本論では起業志望者 702
人、起業実現者 627 人、計 1,329 人を抽出できた。 
  以降の分析において用いるのはこのデータである。 
  以下、このデータについての基本的な統計情報を記述する(第 3 表)。 
 
第 3 表  基本統計量 
（１）起業実現者による新規開業企業に係る統計情報 










  平均  中央値  標準偏差 
起業経過期間(2008 年時点) 
(最長満 10 年までに限定） 
6.11 年 6 年 3.04 年 
起業時従業者規模 
(最大 20 人に限定） 
1.9 人 1 人 1.94 人 
現在従業員規模 3.0 人 2 人 6.55 人 
起業時起業家年齢 35.3 歳 35 歳 7.41 歳 
有限責任 146（全 627 中、11.0%) 
現在の分野        製造業  29 (4.6%)   
          建設業  63  (10.0%)  
                 商  業 131  (20.9%)  
          その他 404(64.5%) 
 
（２）起業実現者、起業志望者に係る統計情報 




年齢  平均値  41.4 歳 
中央値  41 歳 
標準偏差  7.73 歳 
平均値  39.7 歳 
中央値  39 歳 
標準偏差  8.57 歳 
女性比率 91 人(14.5%) 112 人(16.0%) 
大卒以上比率 276 人（44.0%） 364 人(51.9%) 
親自営業 222 人(35.4%) 153 人(21.8%) 
経営経験年数   平均値     1.88 年 
中央値      0 年 
標準偏差  4.04 年 
平均値    2.07 年 
中央値    0年 
標準偏差 4.21 年 
斯業経験年数  平均値  6.65 年 
中央値  4 年 
標準偏差  3.83 年 
平均値  6.94 年 
中央値  3 年 




      起業実現者  起業志望者 
1~19 人  257(41.0%) 265(37.7%) 
20~299 人  220(35.1%) 235(33.5%) 
現在（直前*）の勤務先の
従業員規模  
300 人以上  150(23.9%) 202(28.8%) 
250 万円未満  93(14.8%) 101(14.4%) 
250 万円～500 万円未満  299(47.7%) 291(41.5%) 
500 万円～1000 万円未満  202(32.2%) 257(36.6%) 
現在（起業直前）の年収 
1000 万円～  33(5.3%) 53(7.5%) 
0～500 万円未満  335(53.4%) 324(46.2%) 
500 万円超 3000 万円未満  243(38.8%) 276(39.3%) 
現在(直前）の資産水準  
3000 万円～  49(7.8%) 102(14.5%) 
1 年ぐらい前以内  23  (3.7%) 211  (30.1%) 
2～5 年前ぐらいから  146  (23.3%) 355  (50.6%) 
起業に関心を持った時期 
6 年以上前から 458  (73.0%） 136  (19.4%） 
 
５．推計結果とその解釈（収益基調の分析） 
  次にモデルの推計結果について紹介しよう。 
  ３．の第 2 表に述べたように推計は、収益基調関数（黒字基調ダミー及び赤字基調ダミ
ー）を被説明変数として、①通常の Probit Model 及び、②サンプルセレクション・モデル
によって行われる。 
















                                                  

















第 4 表  推計結果 





















































   -0.247 
(0.128)
 
調査時点年齢     





   




   




   




























                                                  



































































































































観察数  627 627  1329  1329 
LR  chi
２  54.79** 51.61**    
Wald chi2     60.76** 59.19** 
擬似 R
２  0.067 0.063     
ρ     -0.444**  -0.460** 
(注)１. ()内は標準誤差を示す。 
  ２ . **は有意水準 1％、*は有意水準 5％を示す。 
  ３ .業種ダミーは省略した。 
 
  これらの結果の解釈は、後述するとして第５表に移ろう。第 5 表は、赤字ダミーを被説
明変数とした計測結果を表示したものである。 





























第 5 表  推計結果（赤字企業=1、その他=0） 























































   0.315* 
(0.137)
 
調査時点年齢     





   




   




   















大卒以上  -0.079 -0.086 -0.087 -0.132 -0.095 -0.125 22 
 

































































































































観察数  627 627  1329  1329 
LR  chi
２  44.14** 41.25**   
Wald chi2     40.26** 38.29** 
擬似 R
２  0.063 0.059     
ρ     0.143  0.193 
(注)第 4 表と同じ 
 










                                                  



















黒字基調   
有意な正の関係  有意な関係なし  有意な負の関係 
有意な正の関係   
 
・起業時 40 歳代以上  ・起業前低年収 
・有限責任 
有意な関係なし  ・起業後経過年数 

















  第 7 表は起業家の属性を第４表、 第 5 表から得られた選択関数に係る結果及び前節の （ⅰ）
～（ⅲ）との関係から再整理したものである。 
  ここからは、 
 
  (a)    起業時 20 歳代の起業志望者は起業を実現していない一方、 起業時 40 歳代以上の者
が起業を実現しているという起業選択の状況に対して、起業後のパフォーマンスは起
業時起業家年齢の高低とマイナスの相関を有すること、 
  (b)  女性の起業志望者は起業実現において有利ということはないが、実際に起業した場











  (d)  所得の高低は、起業実現面で有意な影響を与えないものの、低年収者の起業後のパ
フォーマンスは良好（黒字）とはいえないこと、 
  (e)  高資産保有の起業志望者は起業選択には慎重であるが、実際に起業した場合の黒字
確率は高いこと、 
  がわかる。 
 
第 7 表  推計結果の総括（起業後のパフォーマンス）と起業実現選択 
  起業後のパフォーマンスの良好さ   
有意な正の関係  有意な関係なし  有意な負の関係 
有意な正の関係 
 
  ・親自営業  ・壮高齢起業 
有意な関係なし 
 






択  有意な負の関係  ・起業時 20 歳代 
・起業前資産多保有 
  
(注)第 6 表と同じ 
 
  ここまでみた推計結果は何を示唆するものであろうか。 




















した場合、 20 歳代の起業家と 40 歳代以上の起業家で以下の点での相違がみられることが分
かる。すなわち、①20 歳代の起業家は「高収入」や、 「賃金面の不満」から、あるいは親等
の「経営する姿をみて」 、 「革新的なアイデアを事業化」したいといった回答が多い反面、






  他方、壮年期以上の起業を見ると、厳しい雇用情勢を反映してか、 「就職先がない」 、 「年
齢に関係なく働きたい」といった「追い込まれた状況」での起業選択が若年層より割合が
高くなっており31、 そちらは起業前の検討が十分に行われるとは限らないことともいえよう。  



















































 次 に (c)である。 











































































                                                  
34  英国のサッチャー政権以後の起業政策については Gavron et.al. （1998） （ 『起業家社会』忽那訳）参照 
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